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三者間連携人材育成プログラム
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MISSION 
私たちの想い

「みんなにやさしい介護人材育成」を実現したい

もはや外国籍人材の力を借りることが避けては通れない状況になりつつある日本には、

毎年たくさんの外国籍人材が、足りない労働力を補うためにやってきています。

私たちは、外国籍人材を単なる労働力の補てんではなく、共に働く仲間として迎え入

れたいと考えてくださる施設様と、日本を愛し、日本で介護の道に進みたいと願う外国

籍人材とをつなぐ活動に取り組んでいます。

外国籍人材は不要な借金を背負うことなく、確かな日本語と介護の知識・技術を学ん

で就職し、安心して永く働くことができる。そして採用する施設様も、紹介料や管理費

などを支払うことなく、かかるのは彼らの育成に必要な「活きたお金」としての費用だ

け。

私たちは、そんな「みんなにやさしい人材育成」をめざしています。



外国人人材の採用方法と比較 ST A TUS OF 

RESIDENCE 
在留資格の種類と比較

介護福祉士を取得した外国人が

得られる在留資格

※一定の条件を満たせば可

原則2年間は転職不可

安全確保措置を講じること
を前提に実施可

二国間取決め
（MOC）の対象国

介護報酬の加算可能



在留資格「介護」での
採用パターンと流れ



スキームの紹介

SCHEME 
採用面接・内定 留学期間中のアルバイト提供、奨学金貸与など

（入国前から採用のパターン）



スキームの紹介

SCHEME 
採用面接・内定 修学期間中のアルバイト提供、奨学金貸与など

支
援
範
囲

（入国済み留学生採用のパターン）



採用の流れ（入国前採用の場合）

SCHEDULE
採用までのスケジュール

2027

2026 2027

※入国済み採用の場合、2027年3月初旬までに採用内定し、本校へ出願



入国前採用パターン 入国済み採用パターン

概要
海外にいる、日本で介護職で働くことを希望している外国人を
入国前段階で確保し、日本語・介護両面で一から育成し、採用。

入国済みの日本語学校在学生の中で、介護での進学を希望する学生を養成校進学
段階からサポートし、採用する。

希望職種 介護職 元々介護職を希望している学生ではない

意欲 高め（母国において介護や看護で就学、就職経験あり） 人による（日本に入ってから介護職に興味）

国籍 希望の国から選択可能 希望者の中から選択

日本語能力目安 N2～N3程度 N2～N3程度

支援期間 日本語学校1年間+専門学校２年間＝3年間 専門学校２年間

費用
約135万円※学費総額から、宮城県外国人留学生支援事業費補助金20万

円および介護福祉士修学資金貸付制度の最大164万円を差し引いた金額＋別途負担
（実習着、国試関連等）

約50万円※学費総額から介護福祉士修学資金貸付制度の164万円を差し引

いた金額＋別途負担（実習着、国試関連等）

サポート
現地視察・採用ツアー企画、希望国等希望に合わせた募集
日本語学校・養成校在学中は連携して学生をサポート

支援施設がいない本校在校生または提携日本語学校のご紹介

メリット

・希望の国や人種等、希望に合った人材を確保できる
・３年間日本語力、介護技術を磨きながらアルバイトが可能なため、三者で連携を
取りながらじっくり育てることができ採用後は即戦力となれる。（日本語学校在
学時は毎日の勤務も可能）

・費用が安い
・採用までの期間が約２年間（養成校）

デメリット
・面接（現地）の段階では、まだ日本語が上手ではない
・入国前の採用面接から就職までに３年以上かかる（日本語学校＋養成校）

・元々が介護職を希望していたわけではないため、パターン①と比較して
意欲は低めの傾向。

・すでに日本での交友関係や生活パターンが確立されており、本人の周辺環境が
把握しきれない。

・すでにアルバイトをしており、採用施設でのアルバイトは調整が必要。
※専門学校在学期間は平日夕方以降もしくは土日のみの勤務、実習期間中は
原則アルバイト不可

・希望者がいるとは限らない ※在仙日本語学校の状況次第

留学生採用パターン比較



パターン比較（おすすめ）

入国前採用
⇒意欲が高い人材が欲しい。
長く働ける人材を求めている。
採用する人材はしっかりと見極めじっくり育てたい。（日本語学校 1年＋養成校 2年）

採用方針に応じて、対象地域、日本語力、介護経験等を踏まえて人材を検討したい。

入国済み採用
⇒とにかく費用をかけずに採用したい。
人種や国籍、性別等に特にこだわりがない。
できるだけ早く採用したい。（養成校 2年間のみ）



費用



留学生採用にかかる費用（入国前採用の場合）

・貸与型奨学金としてサポート（①と合わせて免除規定設定）
・宮城県外国人留学生支援事業費補助金利用の場合（補助額20万円）

※参考資料 6枚目参照

約60万円

約50万円
宮城県介護福祉士修学資金貸付制度利用の場合
※貸付金は施設様が保証人（介養協の保証制度利用可能）
※別途校友会費、実習着、国試関連費用がかかります。

合計 約135万円

施設様で準備
宮城県介護職員の宿舎施設整備事業

利用可

COST 

（返済方法については、法令・労使協定等を踏まえ個別に設定）

※「宮城県外国人留学生支援事業費補助金（参考資料6枚目）」の利用可能

日本語学校学費



留学生採用にかかる費用（入国済み採用の場合）

・貸与型奨学金としてサポート（①と合わせて免除規定設定）
・宮城県外国人留学生支援事業費補助金利用の場合（補助額20万円）

※参考資料6枚目参照

約60万円

約50万円
宮城県介護福祉士修学資金貸付制度利用の場合
※貸付金は施設様が保証人（介養協の保証制度利用可能）
※別途校友会費、実習着、国試関連費用がかかります。

合計 約50万円

施設様で準備
宮城県介護職員の宿舎施設整備事業

利用可

COST 

（返済方法については、法令・労使協定等を踏まえ個別に設定）

※「宮城県外国人留学生支援事業費補助金（参考資料6枚目）」の利用可能

日本語学校学費



リスクと対策

RISK ＆ 
MEASURE 

５年を待たずにリタイヤしてしまった場合の、社協貸付金連帯保証
（164万円の返済の発生リスク）

①入国前、入職時などの定期的な奨学金、貸付金規定の確認。

②職場内のコミュニケーションや交流イベントなど、辞めない環境づくり。

③介養協の「介護福祉士修学資金保証制度※１」の活用。

⇒保証料２７，０００円/年（７年間で１８９，０００円※２）

※１介養協会員かつ２年制の学校でのみ利用可能

※２過疎地勤務等で返還免除対象業務従事期間が３年に短縮されるケース

では、保証料の支払いも５年間に短縮（養成校を卒業して３年経過後、申請により）

考えられるリスク

対策

介養協「介護福祉士
修学資金保証制度」
説明ページはこちら



まとめ

SUMMARY

在留資格介護で永く勤務できる外国人人材を育成して

おくと将来的に特定技能等で入ってくる人材の指導係

としての役割も担っていけるため、日本人職員の

負担軽減と効率化も期待できます。

今後日本人の職員確保がさらに困難になっていくなかで、外国人人材の採用は避けて通れない道に。

アジア諸国でも少子高齢化が急速に進み外国人人材の確保に動き出している国（韓国など）もあ

り、すでに国単位で人材の取り合いが起こりはじめています。

人材育成には時間がかかるため、まさに今が動き出すべき時です！



個別説明会お申込み・お問い合わせ先

022-217-8889

m_kodama@hokuto.ac.jp

児玉 瑞樹・小松愛美

【個別説明会のお申込み・お問合せ】

CONTA CT 

T E L :

M A I L :

担 当 :

本校HP・各種SNSはこちら

mailto:m_kodama@hokuto.ac.jp


参考資料



在留可能期間の比較

PERIOD ＆ 
COMPARE 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目入国

留学

国試

国試 国試

9年目

日本語学校
（1年間） 養成校（2年間）

〇

〇 〇

×

国試

〇

国試

〇

国試

〇

※5年間の限定資格 国試合格で限定解除在留資格「介護」

×
※

※特例の経過措置により、養成校卒業後継続5年勤務で介護福祉士国家資格取得＝在留資格「介護」取得可

（2027年3月養成校卒業者まで）

在留資格「介護」 ※在留資格更新の制限なし＝永住権取得も含めた永続的な在留が可能



在留可能期間の比較

PERIOD ＆ 
COMPARE 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目入国

留学

国試

国試 国試

9年目

日本語学校
（1年間） 養成校（2年間） 在留資格「介護」 ※在留資格更新の制限なし

〇

〇 〇

×

国試

〇

国試

〇

国試

〇

※5年間の限定資格 国試合格で限定解除在留資格「介護」

×

※特例の経過措置とは：①養成校卒業後、5年間は暫定で介護福祉士（在留資格「介護」）。②継続5年勤務で介護福祉士国家資格取得。これらは2027年3月卒業者までの
経過措置となっているが、「①の経過措置を2031年度まで延長」「②卒業後6年目以降の経過措置は廃止（2026年度卒業者まで）」という一部延長・一部廃止の構造で、
2026年通常国会において関連法改正案が閣議決定。5/13時点で国会審議中（成立予定）

国試

〇

国試

〇

国試

〇

特定技能1号 ※原則最長5年間

2028年3月～2032年3月
養成校卒業者まで



在留可能期間の比較

PERIOD ＆ 
COMPARE 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目入国

特定技能

国試

9年目

在留資格「介護」 ※永続的に在留可能

※実務経験3年＋実務者研修で国試受験資格取得（4年目以降）
国試合格で在留資格「介護」に切り替え可特定技能1号

〇

×

国試

帰国

〇

※原則5年間の在留資格だが、介護福祉士国家試験パート合格制導入に伴い、合格基準点の８割以上の得点があり、
かつ、１パート以上合格していることが条件で１年間の在留延長が認められる。



参考資料
DOCUMENT 

介護福祉士修学資金貸付制度



参考資料
DOCUMENT 

介護福祉士修学資金貸付制度



参考資料
DOCUMENT 

宮城県外国人留学生支援事業費補助金

※１「学費」と別に設定されている費用（例：施設利用料、実習費等）も含めて給付等が行われている場合で
あって、知事が必要と判断するものについては、対象経費に含める。

※２民間賃貸住宅の家賃のほか、食費・光熱費等日常生活上で継続的に発生する経費。（学費・介護福祉士試験受験対
策費用を除く。）通学等のための交通費等についても、知事が必要と判断するものについては、対象経費に含める。
なお、受入介護施設が現行の補助基準額を超えて介護人材の確保に向け積極的に支援を行った場合に限り、予算
の範囲内において、以下①②のとおり基準額の加算を行うことができる。①年額240,000円以内の加算 ②入居
に係る初期費用等について、該当月に限り、月50,000円以内の加算

※３病気等の真にやむを得ないと知事が認める事由により留年した期間中については補助対象期間に含める。 ただし、
補助対象期間は最大で４年間とする。

上限200,000円/年

上限120,000円/年
※生活費貸与もこれに該当

宮城県介護福祉士修学資金貸付制度との
併用は不可

※令和8年度は実施未定（2026年5月現在）

上限120,000円/年
※生活費貸与もこれに該当。

卒業後に返済を求める場合は補助額の返還が必要



参考資料
DOCUMENT 

仙台市外国人材宿舎借り上げ支援補助金



参考資料
DOCUMENT 

宮城県介護職員の宿舎施設整備事業



参考資料
DOCUMENT 

宮城県外国人介護人材受入施設等環境整備事業費補助金



数字で見る介護業界

D A TA 

介護職員必要数の予測推移人口ピラミッド推移

（出所）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和  5 年推計）」（出生中位（死亡中位）推計

出典：厚生労働省「我が国の人口について：人口の推移、人口構造の変化」

今後必要になるであろう介護職員数は、

高齢者の増加に伴う介護需要に比例して

急速に増えていくと考えられている。



数字で見る介護業界

介護職員の必要数増加に対して、18 歳人口は減少の一途。

採用の難易度は恐るべきスピードで上がっていく。

D A TA 

18 歳人口予測推移 東北地方 18 歳人口予測推移



数字で見る介護業界

返 金 規 定 は ６ ヵ 月 で ０ ％ が 相 場 。  

想 定 年 収 の 30～35％も支払ったのに全て

無駄になってしまうリスクはこんなにも高い。

自己都合による離職者数（制度施行から令和４年11月までの延べ人数）

制度施行の令和元年からの 4 年間  

介護は 12分野中航空、自動車に次いで

3番目に離職率が低い。

「外国人＝すぐ辞める」は偏見

D A TA 

介護従事者の離職率 介護分野外国人（特定技能）離職率

事業所における外国人人材の受け入れ方針

※特定技能外国人の自己都合による離職状況（暫定値 ） 

※特定技能所属機関からの地方入管に対する随時の届出の内容（外国人の自己都合を届出事由とするもの）を基に集計した延べ人数

（出 所 ）出入国管理庁  技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議 （第８回）資料

左記の受入済事業者と、受入検討中の事

業者の割合を全事業所に対する割合で換

算すると、受け入れについて前向きな事          

業所は全体の45.1％と、換算データであ

ることを踏まえても前年度から大幅に増

えており、認識は大きく変わってきた

と考えることができる。

（出 所 ）公益財団法人介護労働安定センター「令和５年度「介護労働実態調査」結果の概要について」
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